アメリカ ガッシュウコク バーモント ヤンキー ゲンシリョク ハツデンショ ネンピョウ ウンテン エンチョウ キョカ ジコ シュウセイフ ノ カンカツケン オ メグッテ by 安田 利枝 et al.





































発電所（Vermont Yankee Nuclear Power Plant、以下 VY と省略）の所有者であり運転者で
ある Entergy Nuclear Vermont Yankee, LLC（ENVY）及び Entergy Nuclear Operations, 
INC（ENOI）の二社を意味する。本社はルイジアナ州ニューオーリンズにあり、エンタジ
ー・グループは原子力を中心に 30,000 メガワット（内、10,000 メガワットが原子力発電に
よる）の電力をアーカンソー、ルイジアナ、ミシシッピ、テキサス州の顧客 2,800,000 人に
供給し、15,000 人を雇用している。2011 年には 110 億ドルの収入をあげた大企業である 1)。
この裁判で被告側となっているバーモント州政府とは、バーモント州知事 Peter Shumlin、
バーモント州司法長官 William Sorrell、バーモント公衆サービス局（The Vermont Public 
Service Board）の James Volz、John Burk、David Coen である。 
エンタジーは、2001 年に、約 10 年後の 2012 年 3 月にアメリカ原子力規制委員会（NRC: 
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いった。そして遂に、バーモント州上院が、2012 年 3 月以降の VY の運転延長を認めないと
の決議を通した。これに対抗してエンタジーは、州政府の法令は連邦法である原子力基本法
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バーモント州の主要な電力公益事業体が出資
し、かつて VY を部分所有していた事業体。 
CAN 





















ている。前身の団体は 1971 年設立。 
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る、現役の陸海軍の軍人を含みうる 9 人のメンバーからなる委員会が絶対的な権限
を持つことを想定していた。（ATOMICA: 16-03-01-01) 
1949 Entergy 社の前身、Middle South Utilities 設立 





重の役割を負う。（原子力年鑑 1971: p.23） 
1955年暮れ General Electric: GE 社が自社のバレシトス原子力研究所にバレシトス沸騰
水型 VBWR を建設することを社内決定。費用は全額社内資金で賄われ、1957 年 8




任を 5.6 億ドルに制限するとの内容。現在は責任保険により 3 億ドル、事業者間相
互扶助制度により約 99 億ドル（1 原子炉・1 原子力事故あたり 9,580 万ドル）、合計
約 102 億ドルを措置している。（JAIF HP） 
1957.12.26 Westinghouse：WH 社の世界初の商用発電用加圧水型原子炉 PWR が臨界に




た。（VER1: p. 57） 






州最大の事業者 CVPS 等の反対で成立しなかった。（VER2: p.16） 






1967 NRC が温排水のような放射能以外の問題には権限がないとして VY を認可。州の政
治家たちの圧力により、VY の所有者は設計を変更し冷却塔を建設する。冷却塔を通
って放出される排水の水温は華氏 2－5 度高い。（VER2: p.18） 
1969 UCS 設立。 
1971 VY 近くの町の市民たちが核汚染についてのニューイングランド連合（New 
England Coalition on Nuclear Pollution)を創設。Coalition には、Nuclear Free 
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Vermont、CAN のような他の地域組織も加わる。（VER2: p.20）（NEC の HP） 
1970 年代初頭 ラルフ･ネーダーに触発されたバーモント州立大学を含む全米の学生たち
が公益調査グループ（Public Research Groups: PIRGs)を組織。（VER2: p.21） 
1972.11.30 VY がバーノンで商業運転を開始。所有者は、VYNPC（Vermont Yankee 
Nuclear Power Corporation）で、8 つのニューイングランドの電力小売り事業者の
連合体。CVPS と GMP が 55％を保有する。最大発電容量：605 メガワット（605
万 kw）、原子炉および発電機メーカー：GE、オリジナルライセンスの期間と期限：
40 年間 2012 年 3 月 21 日。当初の完成予定は 1970 年で費用総額は 8800 万ドルと
見積もられていたが、総費用はおよそ 3倍の 2億 1500万ドルに増加。（VER2: p.17） 
1972 米国原子力委員会（現 NRC）の Stephen H. Hanauer 委員が、原子炉（マークⅠ
～Ⅲ2)と、WH 社製アイスコンテインメント型炉）の建設一時停止を提案。同年、後
の NRC 議長 Joseph Hendrie 委員も一時停止は魅力的な案であると言明。（VER3） 


















1977 州は、法案あるいは共同決議によって議会が「州の一般利益 general good」を認め
ない限り、放射性廃棄物施設の建設あるいは確保を禁止するとの州法を成立させた。








1978 カーター政権下で公益事業政策規制法（PURPA: Public Utilities Regulatory Act）
が成立。石油依存度の低減と省エネルギーを目的とし、コジェネレーションや再生
可能エネルギーの小規模発電施設のうち、一定の条件を満たすものを適格認定設備
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1978.6.26 米最高裁が原子力発電所事故 1件あたりの損害補償額に 5億 6千万ドルの上限
を設けた法律を 9 対 0 の全員一致で合憲とする判決を下した。ノースカロライナ州
での原発建設をめぐって提訴されていた。（朝日: 19780628） 
1979.3.28 ペンシルベニア州スリーマイル島原子力発電所の2号炉で冷却材喪失による過
酷事故が起きる。国際原子力事象評価尺度においてレベル 5 の事例。 
1979.4.12 NRC がスリーマイル島原発事故の原因調査に基づき、同様の事故を防ぐため





1982 連邦議会が核廃棄物政策法を成立させた。（VER1: p.58） 

























UCS が提訴していた。（朝日: 19840526） 
アメリカ合衆国バーモント・ヤンキー原子力発電所年表 ～運転延長許可、事故、州政府の管轄権をめぐって～ 安田利枝 51 











1989 MSU（Middle South Utilities, Inc.）社、Entergy に社名変更 
1989.4 NRC が、原子力規則 10 CFR パート 52 を制定。従来は、合衆国連邦規制基準第









1989.7.5 NRC が GE 社製 BWR マークⅠ型に事故時の高温･高圧に対応するため格納容
器に圧力逃がし弁の設置を義務づけた。（朝日: 19890706） 




長ができる。（日経: 19900717 夕） 








1991.3 コロンビア地区連邦控訴裁判所は NRC 規則（10 CFR パート 52）が定めた一括
許認可に反対する法定訴訟に棄却判決を出した。（ATOMICA: 14-04-01-16） 
1991.6.28 NRC は法的な運用期間（40 年）が切れる老朽原子力発電所の運転期間を延ば
す「長寿命化」を、4 人の委員の全員一致で最終的に承認。（日経: 19910630） 
1991.7.9 老朽原発の運転認可期間延長手続きについて審議している NRC は、6 月末に下
した決定を不十分として異例の再投票を行った。（日経: 19910710） 
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1991.7.22 NRC が、米国で最も古い商業用原発である米マサチューセッツ州にあるヤン
キー・ロー原子力発電所（PWR、出力 18 万 5000 キロワット）の稼働延長に関する
公聴会を開催。反原発団体の UCS は圧力容器壁が放射能で劣化しており、緊急炉心
冷却装置が稼働し、冷たい水が流入した時に炉が壊れると主張。会社側はこの問題
に決定的な反論ができていない。（日経: 19910721: 199100816） 
1991.11.1 NRC の調査スタッフが、ヤンキー・ロー原発の運転をとめるべきだとする勧
告を同委員会に提出。原発を所有するヤンキー・アトミック・エレクトリック社は















これは NRC の原子力規則 10 CFR パート 52 を追認したもので、運転開始前の公聴
会を条件つきで省略、建設期間の短縮を実現した。（ATOMICA: 14-04-01-16） 
1992 NRC が改定規則を公布した。新しい許認可手続きは「設計認証」「事前のサイト認
可」「一体的な建設・運転認可」の 3 段階で構成されている。 (ATOMICA: 
14-04-01-04） 













ークショップ」の席上、PWR 大手の WH 社が「圧力容器焼きなまし実証計画」を
提案。70 年代初頭に運転を開始した PWR で、中性子脆化が進み安全基準を上回っ
てしまう例が相次いだため。NRC はこれまでに 8 基の PWR について脆性遷移温度
(炉心が急冷された場合に材料の破壊が起こりやすくなる温度で、設計上摂氏 93 度
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とされる)の安全基準を 132 度に変更している。原発を廃炉にするのではなく、基準
を甘くする道を選んだ。（日経産業: 19941110) 
1995 NRC のシャーリー・ジャクソン委員長が、NRC の検査官の主観性に左右されると






1995 NRC が原子力発電所の保守関連規則を公表、1996 年に全面的に発効。NRC は、運
転認可の更新に対する規則についても同じ手法を採用し、原子力発電所の運転認可














1997 VY と同時期に完成した Main Yankee 原発が閉鎖され、解体費用は 5 億ドルとされ
た。（VER2: p.23) 
1997 NRC が特に問題のない発電所の運転認可更新に関する決定権を事務局に委譲する
ことを検討。具体化すれば、審査期間が 30～36 か月、最終的には 21 か月まで短縮
される。2007 年 2 月現在、55 基の設置者が運転認可更新申請済み（うち認可取得
済み 48 基、審査中 7 基）で、さらに 30 基の設置者が 2013 年までに運転認可更新




1999 VYNPC が VY の売却を検討（VER1: p.5） 
2000.3 NRC が、国内初となるカルバートクリフス 1、2 号機（PWR、各 88 万 kW）の
運転認可の 20 年間延長を正式に承認. （ATOMICA: 14-04-01-17） 




2001 VYNPC が、電力会社 AmerGen に VY を売却しようとし（当初 6,100 万ドル､後に
は 1,000 万ドルに下落）、PSB に認可を求める。PSB は｢公共利益 Public Good」の
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審査を開始、結論として競争的なオークションにかけることを要請した。（VER2: 
p.24） 
2001. オークションで Entergy が 1 億 8000 万ドルで VY を落札。Entergy の子会社であ
る Entergy Nuclear は全米第 2 の原子力発電事業者で､7 州で 11 の原子炉を運転し
ている。（VER2: pp.24–25) 





2001 Entergy が公共利益の証明を求める PSB との 10 ヶ月に及ぶ手続きに参加。 
2002.1.13 PSB は、VY について VYNPC による保有継続、売却、閉鎖の 3 つの選択肢を
検討し、Entergy へ 1 億 8000 万ドルで売却することを承認。（VER2）。売却手続き
は 7 月 31 日に終了。Entergy は VYNPC に 10 年間電力を安く供給すること、2012
年の再認可後の 10 年間は超過収益を VYNPC との間で二分すること、すでに積み立
てられている 3 億 1000 万ドルを継承して解体費用を引き受けることに合意した。
他方、これまでに Entergy は、出力増強、乾式燃料貯蔵庫の建設、2032 年までの運
転免許更新の 3つを求める意図を当局に伝えている。（VER1: pp.6–9)（VER2: p.26) 
2002.3.4 VYNPC と DPS が署名した覚え書きが交わされる。（VER1: pp.5–6） 
2002.3 州内の 7 つの町で Entergy 社の入札を拒否する決議が通る。（VER1: p.39） 
2003 Nuclear Free Vermont が原子力発電所の閉鎖決議をタウンミーティングに呼びか
ける運動を展開、Entergy はこれに対抗して啓発のための教材などに 20 万ドル以上
の資金をつぎ込んだ。10 町で決議が通り、ブラッテルボロを含む 5 町で反対となっ
た。（VER2: p.39） 
2003.3 Entergy が PSB に出力増強とそのための改修の承認を求めた。地域住民と NEC
から老朽化した原発に付加的なストレスを与えるとして直ちに反対の声があがる。
（VER2: pp.39–40） 
2003.6 NRC がバーノンの小学校体育館で公聴会を開催。その後 11,000 時間を費やした
審査の後、出力増強を認可。（VER2: p.41） 






PSB の権限とするとの提案を行う。（VER1: p.12） 
2005.5.31 州下院が、VY は最初に議会の承認、次いで PSB による「公共利益」の証明を
得なければならないとの法令 74 を成立させる。6 月 21 日発効。法は経済的、環境
的に健全なエネルギー資源への投資を加速すべきことを定め、法令中の 6524 節でク
リーンエネルギー開発基金創設を定め、使用済み燃料への課金及び発電施設への課
金による基金への支払いを Entergy に求めた。（VER1: p.19） 
2005.6.22 EntergyがPSBに乾式貯蔵施設の建設を申請。NRCはすでに事前許可を与え、
システムを承認している。PSB は 8 ヶ月間にわたり会議、公聴会を開き、証言、諸
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政党や介入者（intervener）からの弁論趣意書を受け取り、技術公聴会を開催した。
また､約 500 通のパブリックコメントを受領した。（VER1: p.23） 
2006.1 Entergy が NRC に運転延長許可申請を行う。（VER2: p.21) 
2006.2.1 州上院財政委員会が、原子力発電所の運転許可を延長する｢公共利益」証明に関
する第 124 法案（後に成立して法令 160 となる）について公聴会を開始。（VER1: 
p.25） 
2006.3 NRC が「免許更新についてのよくある質問」という文書で、NRC は州規制当局
等のエネルギー計画決定には役割をもたないゆえに、州政府が原子力発電所の運転
継続に一定の規制管轄権をもつことを認めていることを示した。（VER1: p.59） 
2006.5.18 運転許可失効後の 20 年間の期間延長について、PSB が州議会の承認を得た上







2007.1 VY 反対論者である Peter Shumlin が上院議長に就任。（VER2: p.67） 





2007.10 NRC の司法部門である原子力安全許認可委員会がブラッテルボロで VY 原発の
運転延長許可にかかわる 3 項目についての公聴会を開催。 
2008.1.8 上院議員 White と Shumlin が提出した法案 269「バーモント原子力施設の独立
安全評価に関する法」案が上院財務委員会にかけられる。（VER1: p.42） 
2008.2 NRC が VY の運転延長認可申請は承認されるべきだと勧告。（VER2: p.28） 
2008.6.5 ダグラス州知事が公衆監視委員会（Public Oversight Panel）を創設する法令
189「バーモントヤンキー原子力施設についての包括的統合的監査と信頼性評価に関
する法」に署名､発効する。DPSは原子力安全連合（NSU Nuclear Safety Associates）
と契約、原子力産業のコンサルタントである Bruce Hinkley を雇用して評価を実施。
（VER1: p.45） 
2008.7 VY の第 2 冷却塔で問題が生じる。（VER2: p.53） 
2008.12.22 NSU が 300 頁の信頼性評価書を完成させ「ENVY の操業は信頼性が高い」
と結論づける。（VER1: p.48） 
2008 州 PSB が委託した研究の報告が公表される。Entergy 社の給与支払い額は 5500 万
ドル、国と地方の税金に 800 万ドルを支払い、地域の商品とサービスを 5600 万ド
ル以上購入している。20 年間の稼働延長期間で州民は電力料金 20 億ドルを節約で
き、1 億 4800 万ドルの税を支払い、760 万ドルを寄付することになると試算。中位
のシナリオで 36 億ドルの経済効果を見込んだ。Entergy の州内最大の顧客は IBM
である。（VER2: pp.62–63） 
2008 Entergy が新しい子会社 Enexus を作る計画を発表。投資家は原子力の収益に焦点
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を合わせた会社の株式を購入することができる。しかし、VY の新しい所有者となる




2008.7 原子力の反対論者である議員 Tony Klein が下院エネルギー天然資源委員会委員
長に就任。（VER2: p.67） 
2009.3 州任命による監視委員会はVYの継続稼働について問題なしとの見解を示す。（VER5） 
2009.5 PSB による VY の再認可に関する公聴会開催。Entergy の Jay Thayer が「現在
使用中の汚染水を含む地下配管があるとは考えていない」と証言。（VER2: p.94） 
2009.7 立法府の指導者たちが Arnie Gundersen 夫妻を NSA の報告書のレビューと独立
評価書執筆のため雇用。A. Gundersen は Entergy の 2008 年放射性廃棄物年次報告
書の中に、過去、地下配管からの漏洩があったとの記載を発見。Gundersen の報告
を受けた監査委員会からの問い合わせに対し Entergy は VY には放射性物質を運ぶ
地下パイプ施設は存在しないと回答。（VER2: pp.91–93） 
2009.夏 VY から 40 マイル離れたスプリングフィールド郊外の農家に、反対派のシエラ
クラブ、VPIRG、CAN、Toxic Action Network、ブラッテルボロの市民活動家、グ
リーンピースなどが参集し、VY 閉鎖に向けた戦略会議を開催。立法府による投票実
施に向けて下院議員 150 名に焦点を絞っていった。VPIRG と CAN は選挙区民に働
きかけをする若者たち（canvasser）を雇い、戸別訪問によるキャンペーンを実施。
（VER2: pp.110–13） 
2009．秋 VPIRG の P. Burns と J. Moore が上院議長 P. Shumlin からキャンペーンの焦
点を下院から上院に移すよう要請を受ける。（VER2: p.114） 
2009.12.19 まだ認可されていない Enexus Energy Corp の名前で PSB に対し懸案の
2012 年以降の電力売買について、115 メガワットを当初価格$.061/kWh で売却する
との提案がなされる。当時電力卸売市場では$.405/kWh であった。（VER2: p.74） 
2010.1.7 VY 原発敷地内にて行われた監視用井戸の検査で放射性トリチウム検出（地下に
埋設された改良型 off gas pipe からの漏洩が確認される）。会社側が存在しないとし
ていた地中パイプから放射性物質が漏れていることが判明。（VER1: p.49）（VER2） 
トリチウム漏れは国内原発の約半数で起こっている。 
2010.1末 NRC が監視用井戸のトリチウム濃度が連邦安全基準である 20,000ピコキュリ
ー/ℓ の 3 倍以上 70，500 ピコキュリーを記録と報告した。（VER2: p.96） 






2010.2 反対派グループが VY 閉鎖という問題を「as scheduled（予定されていたはずの）」
としてフレーミングする戦略が成功をおさめていく。（VER2: p.123） 
2010.2.23 Entergy が 25 メガワットの電力を州の公益事業者に$.404/kWh で売るという
声明を発表。（VER2: p.126） 
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2010.2.24 州上院で、VY の 2012 年以降の継続稼働について 26:4 で必要なライセンスを
認めないとの決議が成立。（VER8） 
2010.3.21 Entergy が 40 日間にわたる作業の終了を発表。汚染水が地下のコンクリート
管から漏れたことを突き止めた。管から漏れた液体を捉える排水口が建設くずで詰
まっていたための漏出であったと報告。（VER2: p.135） 
2010.3 州議会の共同監査委員会は VY の将来にかかわる経済および財政上の影響分析結
果を公表。再認可と積極的な再生可能エネルギー政策が、雇用の増加と長期にわた
るより安価な電力料金など好ましい影響をもたらすとした。（VER1: p.53） 
2010.4.1 Entergy が 3 月初めに、州健康局と VY がトンネル内と外の土壌検査をしたと
ころ 2 つのサンプルから発電所が原因と見られるセシウム 137 を検出したと公表。







ロンチウム 90、セシウム 137 検出。 
2010.11.2 州知事選挙で民主党の Peter. E. Shumlin が 49.6％117,561 票を得て（共和党
の Brian Dubie は 47.8％113,227 票）州知事に当選。 
2010.11.4 Entergy が VY 売却を表明。（VER2: p.140） 
2011.3.11 東日本大震災の地震と津波により福島第一原子力発電所の 3つの原子炉が電源
を喪失し、過酷事故を引き起こした。 
2011.3.21 NRC が 5 年間の審査を終えて、VY に対して 20 年間のライセンス延長を認め
た。（VER2: p.142） 
2011.3 NRC は福島第一原発事故を受け、さらなる検証が必要な分野を特定するため、国
内施設の審査を 90 日間凍結する方針を出す。 








2011.4.18 州 PSB が GMP とハイドロケベック社の契約－26 年間 225 メガワットを当初
価格$.049/kWh で購入する－を承認。（VER2: p.152） 
2011.4 月から 6 月にかけて Entergy が司法省、エネルギー省、NRC へのロビイングで 76
万ドル以上を使ったとの報告がある。（VER2: p.145） 
2011.5 GMP が 23 年間シーブルック発電所から 60 メガワットの電力を当初価格
$.0466/kWh で購入することで合意に達したと公表。（VER1: p.54） 
2011.5.12 NRC で国内原発の安全性を再点検するための調査委員会（タスクフォース）
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の正式な報告がなされた。今回の点検で「安全性と非常時の準備の強化を勧告する
ことになるだろう」との認識が示された。（日経: 20110513） 






















2011.8.18 州政府健康局長官 Harry Chen は､先月実施された VY 近くの河岸で採取され
た河川水から少量のトリチウムを検出したと公表。（VER9） 
2011.8 VY は、「バーモント州健康局がコネチカット川の一部の魚からストロンチウム





る核エネルギー研究所の Tony Pietrangelo は、「公衆の健康と安全への影響はゼロ
に近い。これは公衆の信任の問題である」と発言。（VER9） 
2011. 9.12–14 ブラッテルボロで原告主張のメリットについて連邦地裁の J. Garvan 
Murtha 判事（74 歳）により三日間のベンチ･トライアル 4)が開かれる。（VER2） 
2012 連邦裁判所バーモント州地裁の判決が Murtha 判事によって出される。州法 160、
州法 74 の一部は原子力法により無効であり、VY の運転延長許可を認めない上院決
議は法的拘束力がないとした。さらに州 PSB は Entergy に「小売市場価格」より安
く電力を売るよう要請することはできないとした。（VER1: pp.99–101） 
2012.3.9 NRC が東京電力福島第 1 原子力発電所に使われているのと同じ「マークⅠ型」
などの原子炉に対し、ベント（排気）機能の改善を義務付ける安全強化策を発表。（日
経: 20120310） 
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2012 PSB が VY 20 年間のライセンス延長を検討する会議を開催。（VER2） 
2012.3 22 VY 運転継続への抗議活動で、93 歳の女性を含む 130 人が地元警察によって逮
捕された。ただし、地元警察も、原発反対運動には一定の理解を示しているため、
この日の「逮捕劇」には、いわば「暗黙の了解」があり、すべて混乱なく整然と行
われ、逮捕された 130 人は、後に全員釈放となった。（VER11） 
2012.6 米連邦高裁が NRC の使用済み核燃料への対応が環境基準に合致しないとして中
間貯蔵の安全指針の見直しを指示。（日経: 20121017） 
2012.7.1 ブラッテルボロでの集会の後、The Safe and Green (SAGE)によって動員され
た抗議者たちがバイクやバスで VY の門前まで 6 マイルを行進。（VER12） 
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